































































































































































































































































































































































































































































































































































School of Liberal Arts and Scienceなどの呼び
方をする組織があります。そこが主に学部教
育を担当します。この中に専門分野別の学科、
departmentと言われる学科がたくさん入って
います。専門分野別のdepartmentが集まって
教養学部をつくる。逆に言えば、哲学が専門別
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に分化していった結果として、そういう形の組
織ができています。
　一方、大学院は、日本と比べると興味深い
形になっています。つまり、アメリカでは
Graduate schoolというのは教養学部の中の大
学院レベルの教育プログラムという意味であり、
大学院という組織は、基本的にはありません。
要するに、教養学部の中の学士レベルなのか、
大学院レベルなのかという、課程の違いでしか
ないことになります。よくgraduate schoolと
いうのでスクールがあるのかと思うのですが、
そういうものは存在しないのが実態です。
　あとは、Professional schoolと呼ぶ組織があ
ります。日本でも最近、専門職大学院ができた
ので何となくおわかりかと思いますが、先ほど
言ったような法律とか、医学とか、専門職を養
成する組織です。最近は法律や医学以外にもた
くさんの専門職の養成組織がありますが、こう
した専門職養成の組織はProfessional schoolと
して存在しています。伝統的な有力な大学の場
合には、これはLiberal arts collegeを卒業した
人が進学するところです。職業別であって、学
問分野別ではないので、基本的にはそういう組
織の中にはdepartmentは存在しません。いろ
いろな分野の人たちが集まって初めて、法律と
か医学の専門職養成ができるという発想なので、
departmentはないことが普通です。
　ただ、例外はあります。例えば医学部の中に
看護師養成のためのカレッジが存在している
ケースもあります。あるいは、基礎研究的な生
物学のdepartmentが存在するケースもときど
きありますが、基本的には医学部の中には学科
はない。そういうつくりになっています。
　なお、アメリカの場合、おもしろいことに、
工学部は２つの顔を持っていて、専門職学部的
な側面とdepartmentを持つ学問分野別の組織
という二重の顔を持っていて、少し特殊です。
これは話しているときりがないので今日は飛ば
しますが、工学部の特殊性です。
７．学部の多面性
　さて、学部ですが、法律上は確かに学部を置
くと決まっているのですけれども、では学部と
は何かというと、これも単純ではありません。
確かに、学科の集まりとも見えるのですが、同
時に、学部は歴史的に見ると教員の所属組織と
いう側面があり、○○学部の先生という使い方
をします。学生についても、○○学部の学生と
いう使い方をします。つまり、学生の所属組織
でもある。
　学部には実際に、教育のプログラムというか
課程がたくさんあります。同じ学部の中にも例
えば文学部だったら英米文学とか、国文学とか、
歴史学とか、それぞれの教育をするまとまりが
あり、科目のかたまりがあります。これが最近
でよく出てくるプログラムに相当します。要す
るに○○学部というと、その分野の教育課程、
教育内容を示すこともあります。
　さらに、学部には大学運営の基本単位として
存在している面もあります。これは歴史的に
もそうですし、法律上もそういう面がありま
す。大学は大学または学校法人として１つの法
人格を持っているわけですけれども、実際には
学部単位でいろいろな物事が進められていくと
いう分権的な体制を持っています。これらを英
語で言えば、Facultyであり、場合によっては
Schoolであり、Programであるということにな
る。大学統治のための基本組織であることにな
ります。
　このように学部という組織が複数の側面や機
能を持っていますが、昔はこれが完全に一致し
ていました。学部はすべての機能を持っていた。
しかし、最近はこれがバラバラになってきた。
それぞれの要素を、それぞれ別々に取り出して
扱っていかないと成り立たないような社会状況
になってきたという事情もあり、最近は機能ご
とに切り離すような傾向が出てきています。私
学ではあまり多くはないのですが、国立大学だ
と教員組織を学部から切り離して別の組織とし
て置くケースが増えています。最近の文科省の
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議論を見ていると、学部学科制から学位プログ
ラム中心の組織構成へと移行を進めようと考え
ているように見えますが、そうなると学位プロ
グラム中心の組織は旧来の学部や学科の考え方
とは違ったものになってくるわけです。
　最近、大学のガバナンスの問題が取り上げら
れます。これはまた後で説明しますが、教授会
中心、学部中心の大学の運営でいいのかという
ような議論がよく産業界などから出てくるわけ
です。そういったときには、学部からガバナン
ス機能を切り離そうという話になります。皆さ
んのイメージだと、さきほども言ったように、
学部とは、教員の所属、学生の所属、カリキュ
ラムのまとまりであるとか、基本的な運営単
位、経営単位であるという感じでしょう。その
ような認識でいいと思うのですが、実はそれが
変わってきている。改革の方向としては、機能
別に分離されるようになってきているという傾
向があります。ここまでが大学の組織の問題で
す。この調子でやっていると全然終わらないの
で、これからは少し飛ばしてやっていきます。
８．単位制とは
　次に単位制ですが、大学では単位のことが必
ず出てきます。皆さんも大学を卒業するまでに
単位を取られていると思います。大学だけでは
なく、教育はとても変わった考え方をするとこ
ろで、常に時間でものを考えるところがありま
す。単位とは何かというと、どれくらい学んだ
かを時間によって測るという考え方の結果です。
要するに、学んだ量を測るのはとても難しいの
で、それを時間という単位に換算してしまう。
そういう発想をします。ある種の学修量を換算
するための単位と言われているもの、creditと
言われているものですが、これは19世紀のアメ
リカからスタートしたと言われています。考え
てみれば、例えば選択科目などで、この科目と
この科目を取っていて勉強したとして、そうい
う別々の科目を比べるのは難しい。そこで、そ
れぞれの科目がどれくらいの時間で学べる学習
の量か、逆に一定の時間で学べる学習量はどれ
くらいかと考えて、科目とその単位を決めて、
カリキュラムを作っていきます。
　そうやって決めておいて、例えばこちらにあ
る４単位の科目は学習の量としては、別の４単
位の科目と同程度になるようにつくっていきま
しょうというのが、単位制の基本的な発想です。
要するに、異なる科目でも単位という基準で同
等に評価して足し上げていって、最終的に卒業
単位が認められる仕組みになっているわけです。
　それに対して、学年制とか時間制という考え
方もあります。これは必修科目だけの場合に可
能になりますが、例えば、この科目とこの科
目、それと別の科目、すべてクリアしないとい
けないと決める場合は、単位による換算という
考え方は意味を持ちません。ただし、一定の時
間、期間で、達成できなければ落第だと言われ
る。そういう仕組みになっています。
　単位制がなぜ出てきたかというと、１つは選
択科目が出てきたということ。多様な科目をい
かに比較考量するかというところから出てきて
いるわけですが、それによって学習の多様性も
実現でききる。アメリカの場合にはトランス
ファーというのですが、大学間で転学をする場
合に、単位制で標準化してあるので、既習の学
習内容や量を転学後の大学で認めてもらう根拠
になります。
　このように単位制は、時間数が先にあるので
はなく、あくまでも学習の内容に応じて必要な
時間数を規定し、その時間数によって単位を決
めようということです。しかし、最近は何単位
の科目だから何時間勉強しなければならないと
考えて、その範囲で何を教えるべきかという話
になっています。あくまで学習の内容を時間で
表現したいというのがもともとの意味です。し
かも、最後にテストなり、他の評価を受けて達
成できなければ単位は取得できない。つまり、
何時間勉強しようが、最後はゼロになってしま
うという仕組みでもあります。
　ただし、単位制でやっていく上では、例えば
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選択科目、必修科目というような枠を設けます。
あるいは、科目の種類ごとに必要最低限の単位
数とか、卒業認定に必要な単位数というような
形で枠を決めます。したがって、それぞれの枠
の中での交換可能性、比較可能性を確保すると
いうしくみになっています。
　具体的には大学設置基準で決まっています。
皆さんも聞いたことがあるかもしれませんが、
１単位は45時間の学習というのが基本になって
います。ただし最近の単位制はもう少し幅があ
ります。20数年前の、いわゆる設置基準の大綱
化の一環で単位の時間換算が緩くなりました。
同じ単位、必要な学習時間であるはずなのに、
実際の学習量は違っていることが多いではない
か。実際そうですが、同じ単位数でも実際の学
修の負担が違うことはしばしばあります。あま
りにも現実と単位数が乖離していると問題なの
で、１単位の時間数に幅を持たせたわけです。
昔は15時間の講義と30時間の演習といった形に
決まっていたのですが、今は講義も演習も15時
間ないし30時間として決めればいいというよう
な形になりました。実際、学生参加型の学習形
態のような場合には、講義か演習かと問われて
も困ることも確かです。最終的には、授業時間
のほかに自習時間を加えて45時間に達する分量
を１単位とするという考え方で、幅を持たせて
いることになっています。なお、卒業論文等は
別の形で単位を与えることができることになっ
ています。
９．学期制とは
　単位制はおもしろい発想ですが、一方では学
期制とも関係があります。学期の中でどのよう
に単位を取るかというルールも決めておかない
と、めちゃくちゃなことになってしまいます。
そこで学期制というものが決まっています。日
本の場合、試験期間その他を含めて年間35週の
学習が基本です。それを10週や15週ごとに分け
て学期とします。その学期の中で単位を与える
ことが原則として行われています。ですから、
通年科目というものは原則としては想定してい
ません。
　アメリカなどへ行くと、１つの学期の中で、
同じ科目を週に何回も入れてあることがよくあ
ります。その結果、学期の中で履修する科目数
は多くないけれど、科目ごとの単位数は結構大
きくなるケースがあります。日本の場合にはど
ちらかというと単位数の小さい科目をたくさん
並べるスタイルを取ることが多いです。
　本来の学期制の趣旨で言うと、学期の中で必
要な学修をするので、アメリカの場合は、講義
何単位分と、演習何単位分と、実験何単位分を
合わせてこの科目の単位というような決め方を
します。要するに学修の内容が先にあり、後か
ら単位が決まっていく、時間数が決まっていく
スタイルになります。日本の場合には、歴史的
に、１科目を２単位とか４単位とか、そういう
ふうにして決まっていることが多いです。
　１学期10週制はときどき３学期制（term）
だと言われることがありますが、quarter制（４
学期制）というのが正解だと思います。アメリ
カでquarterと言われているものは10週制です。
日本で多い２学期制は15週を年２回やるもの
で、semester制と言われているものです。なお、
アメリカでも通年科目に相当する科目がまった
くないわけではないので、いろいろと試行錯誤
をしていて、今でも、quarter制だったのをや
はりsemester制に戻そうとか、文科系などの
科目はやはり通年のほうがいいのだというこ
とで、通年科目に戻しているケースもあります。
機械的に学期の中ですべてを完結させなければ
ならないとは、なかなか言えないところがあり
ます。そのような議論が常に行われていること
は、健全だと思います。
　さらにもっと細かい問題ですが、１単位に相
当する授業時間を決めるためには、結局、授業
のいわゆる１コマというものを何分間にするの
かを決めなければいけません。この点について
は歴史的にいろいろな経緯があり、実は大学ご
とに、場合によっては学部ごとにバラバラです。
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日本でもアメリカでもバラバラです。多くのと
ころでは１コマ２単位時間というか、15週やれば
２単位になるような時間として、１コマを90分
としているところもありますし、100分のとこ
ろもあります。15週で１単位の場合には50分の
ところもあれば60分のところもある。アメリカ
の大学の授業でびっくりするのですが、授業時
間と授業時間のあいだに休み時間なしで60分授
業を連続でやります。ですから、皆さん遅刻し
て来るのは当たり前になっているような大学が
よくあります。
　単位に関しては、「単位の実質化」の問題と
か、学修時間を確保しなさいという問題とか、
そういうことが最近、盛んに言われています。
一方では、就職活動があるので授業時間を確保
するのは現実問題として難しいという問題もあ
ります。単位制というと当たり前のことのよう
ですが、実は、いろいろなことを考慮して決め
ていかないといけない、大学の基本的問題です。
10．「３ポリシー」導入の背景
　最近、３ポリシーという言葉がよく出てきま
す。３ポリシーの明確化とは何かというと、学
科等で今まで教育をしてきたのですが、振り
返ってみると、どのようなことを学んでほしい
か、どこまで学んでほしいか、どういう能力を
持った人に入学してほしいか、といったことは
考えることもなく、したがって、受験生にも何
も説明してこなかった。それで済んでいたとい
う面もあります。しかし、希望すれば誰でも大
学進学ができるような時代になると、偏差値だ
けで進学先を決めるというのではなく、何を学
びたいかという実質が重要になってきます。大
学も、それぞれの学科について一貫したものと
して説明できるようにしなければいけなくなり
ます。そこで３ポリシーというのですが、いわ
ゆるDiploma policy、Curriculum policy、それ
とAdmission policyを明確に示していくことが、
大学改革の一環でとして重視されることになり
ました。
　要するに卒業認定の方針、つまり、何をどこ
まで学べば卒業できるのか、換言すればどのよ
うな能力を身につけた人材を養成しようとする
のか、といった方針が第１です。第２が教育課
程の編成指針の方針、これは、そのような人材
養成の目標を実現するためにどのようなカリ
キュラムを用意するのか、どのように学ぶのか
を示すものです。第３は、入学者受け入れの方
針ということになりますが、どのような能力や
志向を持った人に入学してもらいたいか、入学
選抜の方針を示すものです。これらの３つのポ
リシーを関連付けて一貫したものとして定義
しないことには、それぞれの教育プログラム
は回っていきません。そこで、この３つのポリ
シーを決めなさいということを学校教育法も定
めています。このことは、ここ数年のあいだに、
急に言われるようになりました。
　従来型の学科ではあまりそういうことを考え
ていなかったので、卒業生はこんな人にもなれ
ます、あんな人にもなれますというような形に
なっていたわけですが、今はプログラムとして
そういうものをきちんと説明できるようにして
おこうということになり、この３つのポリシー
を明確化することになったわけです。恐らく、
皆さんの中にも３ポリシー作りに携わった方が
いるのではないかと思います。多くの学科は従
来のカリキュラムでいいのですが、場合によっ
ては従来の学部、学科と関係なく、新しい実態
に合った教育の課程として学位プログラムとい
うものをつくったほうがわかりやすいという例
が出てきます。
　つまり従来の学科は、先ほど言ったように
教員の所属組織であり、学生の所属組織であ
り、提供される学位プログラムであり、と混然
一体として存在していたわけですが、この方式
でやっていくと、教育内容が変わるのに伴って、
うまく説明できなくなるようなケースも出てき
ます。そうであるとすれば、組織から各種の機
能をいったん切り離し、教育プログラムは教育
プログラムだけで学位プログラムという形で体
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系化していき、筋が通ったもの、一貫したもの
にしていくという話が出てくるわけです。
　ある意味では、社会の変化に伴って大学の役
割がどんどん拡大してきている中で、いろいろ
な新しい問題に取り組まなければいけない。伝
統的な文学部、法学部であれば特段問題にはな
らなかったのでしょうが、新しいいろいろな学
部や学科が出てくると、どういう人材を、どの
ように養成するのか、どうやって品質を保証し
ていくか等々、社会に対しての説明責任が発生
してきます。
　そこでいま、文科省の中央教育審議会では
「学位プログラムを中心とした大学制度」へ転
換しようという議論をしています。恐らく、今
年度中に答申が出るのではないかと思います。
答申が出ると、その次の年にはそれを設置基準
に落とし込むことが通例ですから、今後は設置
基準を大幅に見直すことになっていくだろうと
思います。
　そのときに重要なのが内部統制機能というも
のです。これはどういうことかというと、先ほ
ど言った３つのポリシーに沿って教育が行われ
ているかどうかを、自分たちでチェックしなさ
いという話です。従来は学部、学科があり、そ
ういう組織が設置基準を満たしていればいいと
いう話だったのですが、多種多様な新しいタイ
プの学部・学科が登場してくる、あるいは組織
は変えなくても、時代に即した教育をしていか
なければいけないことになると、自分たちで新
しい目標を決め、自分たちでカリキュラムを決
めなければなりません。そのために、自分たち
で教育目標にふさわしい学生を集めてきて教育
をするということになります。それがしっかり
とできているかどうかを、まずは自分たちで確
認し、適切なアクションをとる、そうした内部
統制の機能が必要になってきます。これを内部
質保証というのですが、そういう仕組みが必要
になってきます。これをplan do seeなどと言
うわけです。本当にplan do seeがいいのかど
うかわからない面もなきにしもあらずですが、
少なくとも自分たちで責任を持ち、自分たちが
やっていることについて、ちゃんと社会に対し
て説明していくという、そういうことが重要に
なってきます。
　例えば従来は、受験生はポリシーよりも偏差
値で学部を選んで入学してきたので、教育内容
に適合しない学生が出てくるといったこともあ
りました。また、既存の学科や専攻ごとに伝統
とか、いろいろな制約があり、一貫した論理で
カリキュラムがつくられなかったという面もあ
りました。例えば、たまたま一定の教員集団が
学部に所属していると、その教員たちがカリ
キュラムをつくることになるので、当然ながら
人材の養成目的に合った科目があるか、ないか
ということよりも、その先生方が担当する科
目、場合によっては先生方がやりたい科目、専
門の科目が優先されてしまうようなことが起こ
る。それではまずいだろうということで、３ポ
リシー、内部統制などの発想が出てくることに
なります。ほかにもいろいろな事情があります
が、とにかく伝統の中で、次第に硬直化してい
た部分を、見直そうとして登場したのが新しい
３ポリシーということになろうかと思います。
　しかし、これを本当に実施するとなると結構
大変なことで、そう簡単にはできないと思いま
す。真面目にやると大学の組織構造を大幅に変
えるようなことになるので、とても大変なこと
だろうと思います。
11．「３ポリシー」に関わる課題
　個別にいろいろな課題があることは、担当さ
れている方はよくおわかりだと思うので飛ばし
ながらいこうと思います。
　アドミッション・ポリシーの関係では以下の
ような問題があります。enrollment management
ということが時々言われます。特にこれからは、
入学から卒業、あるいは卒業後まで学修支援を
して、在学している学生について管理をしてい
くこと、途中で諸事情により諦めて退学するこ
とがないようにしていくことなども重要になっ
91
第19回FDワークショップ　「職員の基本知識『大学制度』とは何かを学ぶ～教学組織のしくみから単位制度、学位まで～」
ていくと言われています。
　カリキュラムについては、単位を実質化する
とか、教育プログラムとして体系化するという
ようなこともありますし、個々の教育の中での
アセスメントをどうするか。要するに、学習の
評価、学生の評価をどうするかという問題もあ
ります。そのほかに、学習の支援の問題もあり
ます。カリキュラム改革もしなければいけない
のですが、ここにも細々とした問題がいろいろ
と出てくることが予想されます。
　ディプロマポリシーは、卒業の目標とか基準
を指定することですから、簡単に言えば、学生
が目標を達成できたかどうかを明確に判断しな
ければいけない。個々の学生についてそれを明
らかにしなければいけないわけです。これを学
修成果の測定とか、アセスメントポリシーと
いう言葉で最近よく議論します。GPA（Grade 
point average）も学修成果の判断指標の一種
だと思いのますが、そういう方法で目標を達成
しているかどうかということを調査しなければ
いけない。これは結構大変で、もしかすると、
この中にもやっている方たちがいるかもしれま
せんが、どうやって学修成果を測るのか、それ
自体がそもそも難しいという問題があります。
　それで最近では、例えば決まったテストがあ
り、そのテストで何点取ればどれくらいわかっ
ていると判定するとか、○×のクイズのような
ものをつくって判断したりします。それでも学
修成果を正確に測定できるわけではないので、
結果ではなく、プロセスを評価しようという考
え方でやったりします。多くの大学で、河合塾
とかベネッセとか、いろいろな会社が開発した
ポートフォリオのようなものを使って、それで
学修プロセスの管理や評価、さらにはそれに
よって得られるデータの分析をやっているよう
です。そういうことをしながら学生の質の向上、
あるいは自分たちの講義や学修支援活動などの
改善を進める取り組みをしているようです。ほ
かにも学生の付加価値を明確に測定しなければ
いけないというような議論もあります。
　学位は細かい話になり、飛ばしても構わない
と思うので飛ばします。
12．主専攻・副専攻などのあいまいな概念
　日本ではいろいろな答申等に登場するのです
が、明確な規定がない概念もいくつかありま
す。この混乱についても、学位プログラムを正
式に導入するということになると整理しなけれ
ばいけません。例えば、英語でMajor ／ Minor
と言いますが、主専攻・副専攻に関する問題で
す。実は日本では主専攻・副専攻に関して法令
上の規定がありません。アメリカの大学などで
はMajor ／ Minorはよくあります。当然ながら
Majorは主たる専攻で、それに加えて副専攻と
して小規模のまとまりを勉強します。場合に
よっては学士、修士、博士を超えて併修するこ
ともあります。
　今後、学位プログラムが正式に導入されれ
ば、主専攻・副専攻をどのように規定するかと
いう問題が出てくるでしょう。また、学生に対
するサービスとしても、副専攻制度を提供する
ことが必要になってくる可能性があります。最
近は、授業料が高くなってきているので、同じ
授業料でより付加価値を高めるためにはMajor
のほかに比較的安い授業料でMinorを勉強させ
る機会を与える場合があります。そうやって通
常の人よりもより多くの付加価値を付けること
が重要になってくるだろうと思います。なお、
Double majorは主専攻を２つ履修することにな
るので普通は難しく、学部では困難です。大学
院では時々あります。
　共同学位については、複数の学科とか大学が
共同のプログラムをつくって学位を出すとい
うことを意味します。これについては日本で
も実際に行われています。国際的なものでは、
Double degree、もしくはDual degreeと言われ
るものがあり、２つの大学を卒業すると両方の
大学から同時に修了書、学位をもらえるという
非常に便利なものです。最近はこの方式を取り
入れている大学が出てきていますが、日本の法
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令上、必ずしも明確になっていない点が残って
います。このほかにも、学生サービスの観点か
らは、今後、いろいろな仕組みについて検討し
ていく余地はあります。制度的に追い付いてい
ないところが多々残されています。
13．大学のガバナンス
　今度は大学の中の問題です。大学のガバナン
スに関しては最近盛んに言及されるようになっ
てきています。ガバナンスの問題は私学にも該
当しますが、国立大学のほうがもっと問題があ
ります。ガバナンスとは、責任と権限が学内で
どのように分配され、運用されているかという
ことです。日本の戦後の大学は、大学管理機関
というのですが、大学の統治をする大学内の組
織を明確に定義してこなかった。それで民間企
業から、大学はガバナンスがないとか、とても
経営になっていないとかというような批判が出
てくるわけです。
　そのような状況の中で、最近では大学のガバ
ナンスをきちんとすべきだという観点から、い
ろいろな議論が行われています。この問題が、
会場にいる皆さんにとってどの程度関係がある
のかはわかりませんが、私立大学の場合は、教
学と経営が分離していることが多く、法律上、
理事会、学長、監事などが規定されています。
教授会が置かれることも法律上、規定されてい
ますが、教授会がなくても、他のものでも構わ
ないというルールもあります。例えば、教授会
は置くのですが、委員会制度で代用するという
形もあります。すべての組織に教授会がなけれ
ばならないかというと、教授会がない組織も
あっていいことになっています。
　それから、私学の場合は寄附行為と学則に従
いますので、学内での権限の委譲、配分といっ
た点では、かなり自由度があります。ただし、
最近、いろいろな縛り、規制が出てきていま
す。私立学校法の中でさまざまな条件が規定さ
れています。学校教育法の中では学長はどうい
うことをやるかを定めた規定があります。最近
は、学校教育法の中の教授会の規定が変わって
きています。昔は教授会がいろいろなことを決
めていたのですが、最近は、教授会は、特定の
事項について学長が決定を行うときに意見を述
べる、あるいは教育、研究に関する重要な事項
で学長に対し意見を述べるという形になってい
ます。教授会は大学の主たる意思決定機関では
なく、今は学長の補佐機関のような位置付けに
なっています。代議員制とか専門委員会等を置
くこともできるという規定もあり、教授会でな
ければ決定できないことはほとんどなくなって
きています。
　寄附行為は私学の場合にはたいへん重要です。
実際には、学校法人の設置認可の段階で寄附行
為を決めるのですが、そこには目的、名称、学
校の名称と所在地とか、学部、大学院とか、非
常に細かいことを全部決めます。
　学則には、細かい内容を全部書きます。どこ
の学科がどういう教育をするかということも全
部書きます。ですから、これはカリキュラム改
定があるたびに学則の改定をし、それを文科省
に届け出る作業が発生して面倒なのですが、学
則はとても重要で、これに従ってルールが運用
され、日々の教育とか、その他いろいろなこと
が行われていくことになります。
14．認証評価とは
　きょうスライドを入れてくるのを忘れたので
すが、いわゆる認証評価という問題がありま
す。これは先ほどの内部質保証、あるいは学位
プログラム化と深い関係がある話です。大学を
離れて考えてみるとわかりやすいかもしれませ
ん。昔から品質管理という言葉があります。何
かの機械に使う部品のネジの大きさは、一定の
基準、規格を満たさないといけないというよう
なことが品質管理です。物をつくっているとき
はそのような基準を作ってその条件を満たすよ
うものづくりをするという考え方でいいのです
が、ソフトウエアとかサービスなどの品質管理
はどうしたらいいでしょう。ものではないです
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から、品質管理の基準をつくるとか、標準をつ
くるとか、できるものではありません。
　そこでどうするか。品質管理ではなく、それ
ぞれの事業単位、大学も事業単位の一つですけ
れども、それぞれの事業所が、自分たちが目的
とする性能を持ったサービスやソフトウェアを
きちんと正しく作っていけるかどうか、間違っ
たものをはじくような仕組みを持っているかど
うか、あるいは、どのようにして間違わないよ
うにするのかということを、それぞれの事業体
が正しくシステム化する。そのシステムを持っ
ている事業所を、ここは合格した工場です、あ
るいは合格した病院ですというように認定をす
るのです。こういうやり方は品質保証といいま
すが、品質を個別に管理するのではなく、品質
保証をするシステムを持っているかどうかを認
定する。そういうものです。
　品質保証では、結果的にはそれぞれの組織が、
自分たちでチェックしながら自分達で品質の管
理をしていく体制をつくることになります。そ
のためにはマニュアル化なども必要ですし、逆
に不要なルールはどんどんなくしていくことも
重要なわけで、そういうことをやっていくこと
になります。
　従来の設置基準はちょうど品質管理のような
ものです。大学には何人先生がいなければなら
ないとか、建物はどれくらいなければいけない
というようなことを決めるわけです。こういう
基準は量的に決めることができます。一方、自
己評価である内部質保証は、まさに品質保証の
ためのシステムを自分たちで作ることです。ま
た、それを運用することです。それに対し認証
評価はAccreditationと言うこともありますが、
きちんとした品質保証システムを持っていて、
それがしっかり働いているかどうかを外部から
認定するものです。
　これを法令に沿って言うと、文科省に認証さ
れた機関が文科省に代わって、各大学に品質保
証システムができているか、きちんと運用され
ているかを評価し、認定していくということで
す。文科省に認証された機関による評価なので、
認証評価という呼び方をします。わかりにくい
呼び方ですが。これを７年に１回、やることに
なっています。分野別の認証評価の場合は５年
に１回です。
　先ほどからお話ししているように、従来の学
部・学科制のような固い組織がどんどん流動的
になっていき、教員の役割、プログラムの役割、
学生の立場、それぞれが別々に捉えられるよう
になってきた中で、自分たちで説明していく必
要もあるし、そのためのシステムを自分たちで
きちんと作っていかなければいけない。なおか
つ、それを自分たちでチェックして改善してい
くような仕組みを持っていなければいけない。
こうしたことが、全部つながっている話なわけ
です。そこで学位プログラムという教育課程が
登場し、内部質保証という考え方が出てきます。
そして、それらを全学的にガバナンスする体制
というものも必要だということで、従来の教授
会だけで決めるのではなく、全学的に見ていか
なければいけないということにもつながってく
ることになります。
　恐らく、今年か来年くらいから第３巡目の認
証評価が始まるので、これから皆さんは、その
準備などで大変ではないかと思いますが、そう
いう一連の動きとして理解することが大切だろ
うと思います。
15．さいごに
　法律の話とは関係ないのですけれども、大学
改革は文科省、あるいは官邸で議論されます。
よく見ていると面白いことがあります。企業の
あり方について問題になったり、改革を迫られ
たりすることがあります。例えば、企業のガバ
ナンス改革をしなければいけないといった話が
されるようになると、官邸等の会議に企業から
参加する委員がそれを頭に思いながら、大学に
も同じことをやれ、というようなことを言い出
すわけです。
　大学の人たちはあまりわかってないのですが、
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企業もいろいろと改革をしろと責められていて、
特に会社法が制定され、その中で企業のガバナ
ンスのあり方を規定しました。その中で、指名
委員会を持つ会社といったものも規定され、指
名委員会で取締役の候補者などを決定すると
いった方式があります。これは国立大学の学長
の指名方式の原型なのだろうと思います。また、
日本版SOX法というものがあるのですが、こ
れは企業の内部統制、監査をしっかりやれとい
う法律です。最近は、大学ガバナンスコードを
作るべきだなどという話が出ていますけれども、
これもコーポレートガバナンス・コードとかス
チュワードシップコードを作らなければいけな
いという民間側での話がある。このように、ほ
とんど時差をおかずに、企業が言われているこ
とを、企業が大学に言ってくるという傾向もあ
ります。そういう意味では、大学改革として何
が問題とされるか、予想できる面もあります。
　最後にぜひ言っておきたいのは、最初の廣瀬
理事のご挨拶にもありましたが、制度というも
のは、確かに存在しているのですけれども、制
度も変わります。変わっていくときには、その
背後にある種の物語のようなものが設定されま
す。これこれのストーリーがあって、だからこ
のように変えていかなければいけない、といっ
た話の流れがあります。それを理解しないと、
なぜ今こうしたことを言われているのかがわか
りません。それをわかっていないと間違った対
応をする可能性もあります。ですから、ただ
ルールを知るだけでなく、できれば過去の経緯
とか、なぜそういうことを議論するのかという
物語のようなものを、ぜひとも探ってほしいと
思います。
　また、最近は、いろいろな人たちがいろいろ
なことを言うので、法令上の根拠がないような
制度というか新しい考え方が、答申とか施策の
中に多数導入されるようになってきています。
ある意味では改革の押し付けであったり、現場
に混乱を招く原因だったり、言葉が定義されて
いないので、同じ言葉で表現しながら大学ごと
に全く違ったことをやっているといったことも、
現実に起きてきています。
　はやり言葉のような改革議論に振り回され過
ぎないで、なおかつ、その背景をしっかりと理
解してやるべきです。それともう１つは、目の
前にある現実は重要です。目の前の現実から離
れた改革はあり得ないわけですから、ご自身が
見ている現実を一番大切にしてほしいと思いま
す。
　なお、きょうは取り上げなかったのですが、
会計はとても重要です。できれば会計も勉強し
ていただければいいのではないかと思います。
　以上です。
総括
竹口 圭輔
（法政大学 教育開発支援機構 FD推進センター長）
　小林先生、どうもありがとうございました。
本日は、我々が働く「大学」という組織につい
て改めて知る、特に体系的に知るという意味で、
非常に良い機会でした。教員である私自身、自
分の職場がいったいどういう制度のもとで動い
ているのか、ここまで体系的には理解していま
せんでした。そのため、個人的にも本日は勉強
になる良い機会でした。
　皆さんご承知の通り、本学では今年度より
100分授業に移行しています。何で100分にした
んだというような意見が私のところにたびたび
寄せられますが、その背景には先ほどの説明に
あったような単位の話と密接にリンクしている
ことがわかりました。また、認証評価の話にも
触れられていましたが、本学でも今後、学習成
果の可視化や測定といったテーマが質保証との
関係で重要な課題になってくるものと確信しま
した。その中でも、IRの可能性について提言
されていましたが、我々も現在取り組んでいる
ところですので、非常に心強く感じた次第です。
　さらに、お話の最後の方で、物語を知ること
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の大切さを訴えておられましたが、その点につ
いては私も非常に共感しています。今後も、大
学を取り巻く制度は変わっていくでしょう。そ
の際、我々自身がいったいどういうストーリー
の中にいるのかを大局観をもって把握していく
ことは、変化に対応していく上で効いてくるは
ずです。私は会計学を教えている人間ですが、
最後に会計も大事だよとおっしゃっていただけ
たのは個人的に嬉しかったです。
　さて、企業のガバナンスをめぐる改革では、
昨今、「投資家との対話」というキーワードが
よく登場します。では、大学におけるガバナン
ス改革に重ね合わせた場合はどうなるのでしょ
う。大学にとってのステークホルダーを考えた
ときに、学生はもちろんのこと、保護者だった
り社会も該当してきます。本日伺ったガバナン
ス改革という物語からも、我々は今後、そうし
たステークホルダーとの対話を積極的に進めて
いかなければならないということが想像できる
のではないでしょうか。
　とはいえ、冒頭の廣瀬先生からのお話にもあ
りましたが、大学とは私を含め「書かれたルー
ル」を意識しない教員がたくさんいる組織だっ
たりもします。そのため、まずは職員と教員と
の間でしっかり対話を進めていく必要があるか
もしれません。当たり前のことかとは思います
が、組織の構成員同士で豊かなコミュニケー
ションを図っていくことが、本学がますます良
い大学になっていくためには不可欠なことかと
感じています。ぜひ、本日のご講演ならびに研
修の内容を生かして、今後もみなさんでより良
い大学にしていきましょう。
　小林先生、改めてありがとうございました。
